
別添１

安全な農林水産物安定供給のためのレギュラトリーサイエンス研究委託事業

審査実施規程

第１ 趣旨

「安全な農林水産物安定供給のためのレギュラトリーサイエンス研究委託事業実

施規程」（平成28年４月１日付け27消安第6114号・27農会第1706号消費・安全局長

・農林水産技術会議事務局長通知）第５による審査の実施については、本規程に定

めるところによる。

第２ 審査委員会の設置等

１ 審査委員会の設置

安全な農林水産物安定供給のためのレギュラトリーサイエンス研究委託事業（以

下「本事業」という。）の企画提案書の選定のため、農林水産省消費・安全局にお

いて、「安全な農林水産物安定供給のためのレギュラトリーサイエンス研究委託事

業審査委員会」（以下「審査委員会」という。）を設置する。

２ 審査体制

審査委員会は、公募に係る企画提案書を審査するための十分な能力を有し、かつ、

公正な立場から審査を行うことができる者として農林水産省消費・安全局長が審査

を依頼する外部専門家のほか、農林水産省消費・安全局担当官により構成する。

３ 審査委員会の委員の任務等

（１）審査委員会の委員は、農林水産省消費・安全局長が依頼した試験研究課題につい

て、提案のあった企画提案書を審査するものとする。ただし、審査に当たっては、

公正で透明な審査を行う観点から、原則として利害関係者が加わらないようにする

とともに、やむを得ず利害関係者が加わる場合には、その理由を明確にした上で、

消費・安全局長の了承を得るものとする。

（２）利害関係者の範囲は、次のアからキに定めるとおりとする。

ア 当該試験研究課題の中で課題担当者となっている場合

イ 当該試験研究課題の課題担当者と、同一の民間企業、大学、独立行政法人等の

研究機関において同一の部署、学科、研究所等に所属する、又は以前所属してお

り、異動若しくは離職から２年を経過していない場合

ウ 当該試験研究課題の課題担当者と親族関係にある場合

エ 当該試験研究課題の課題担当者と直接的な競争関係にある場合

オ 当該試験研究課題の課題担当者と緊密な共同研究を行う関係にある場合

カ 当該試験研究課題の課題担当者と密接な師弟関係又は直接的な雇用関係にある

場合



キ その他農林水産省消費・安全局長が公正な判断を行うに当たって適当ではない

と判断した場合

（３）審査委員会の委員は、試験研究課題の審査により知り得た情報について、農林水

産省消費・安全局長が認める場合を除き、外部に漏らし、又は自身の研究に利用し

てはならない。

４ 意見の聴取等

審査委員会は、審査に必要な意見を聴取する、又は試験研究課題の説明を受ける

ため、必要に応じて、農林水産省関係部局の職員又は試験研究課題に係る企画提案

書の提案者の参加を求めることができるものとする。

５ 庶務

審査委員会に関する庶務は、農林水産省消費・安全局食品安全政策課食品安全科

学室が行う。

第３ 審査の規準等

１ 審査の規準

審査の規準は別表のとおりとする。

２ 企画提案書の審査及び選定

（１）審査委員会は、審査の規準に基づいて審査を行い、別紙の審査票を作成した上で、

企画提案書を選定する。また、必要に応じて試験研究実施に当たっての留意事項を

付すことができる。

（２）審査委員会が企画提案書を選定したときは、（１）の審査の結果を農林水産省消

費・安全局食品安全政策課食品安全科学室から農林水産省消費・安全局長に報告す

る。

第４ 審査結果の通知及び公表

農林水産省消費・安全局長は、第３の２（１）の報告を受けたときは、当該報告

の内容を確認の上、審査結果を選定された企画提案書の提案者（以下「契約候補者」

という。）に通知し、契約候補者を農林水産省ホームページで公表する。

なお、審査結果を契約候補者に通知する際には、必要に応じて、試験研究実施に

当たっての留意事項を付すことができる。



別 表

安全な農林水産物安定供給のためのレギュラトリーサイエンス研究委託事業審査規準

審査委員会は、審査を担当する試験研究課題に対して応募があった各企画提案書の

内容に対して、下表の審査項目ごとにそれぞれの審査規準に基づき評価を行い、採点

する。

評価の結果に基づく企画提案書の選定の手順は以下のとおりとする。

① 審査項目Ⅰ又はⅡのいずれかにＤ評価があった企画提案書については不採択とす

る。

② 過半数の審査委員が１位とした企画提案書を選定する。

③ ②により企画提案書が選定されない場合は、総得点が最も多い企画提案書を選定

する。

④ ③により企画提案書が選定されない場合は、Ａ評価が最も多い企画提案書を選定

する。

⑤ ④により企画提案書が選定されない場合は、審査委員会での協議により企画提案

書を選定する。

審査項目 審査規準（配点）

Ⅰ 趣旨理解 公募課題の趣旨及び内容を提案者 Ａ：理解している（15点）

が理解しているか。 Ｂ：概ね理解している（12点）

Ｃ：やや不十分である（7点）

Ｄ：理解していない（不採択）

Ⅱ 提案内容 １．研究の工程（研究項目、年次計画 Ａ：一致している（15点）

等）が応募要領に記載された研究内 Ｂ：概ね一致している（12点）

容と一致しているか。 Ｃ：やや不十分である（7点）

Ｄ：乖離している（不採択）

２．応募要領に記載された目標を達成 Ａ：適切である（15点）

できる適切な研究実施計画となって Ｂ：概ね適切である（12点）

いるか。 Ｃ：やや不十分である（7点）

Ｄ：適切でない（不採択）

３．提案された研究方法や期待される Ａ：十分である（15点）

研究成果に十分な先導性があるか。 Ｂ：概ね十分である（12点）

Ｃ：やや不十分である（7点）

Ｄ：不十分である（不採択）

Ⅲ 成果利用 １．提案された研究内容は、実際の行 Ａ：十分期待できる（8点）



政施策・措置の検討、決定に活用可 Ｂ：概ね期待できる（6点）

能な成果が期待されるか。 Ｃ：やや期待できない（4点）

Ｄ：期待できない（0点）

２．提案された研究内容は、合理性（費 Ａ：十分期待できる（8点）

用・時間）及び再現性の観点から現 Ｂ：概ね期待できる（6点）

場（生産者、食品製造・加工・流通 Ｃ：やや期待できない（4点）

事業者、検査機関等）での導入可能 Ｄ：期待できない（0点）

性が高い成果が期待されるか。

Ⅳ 実施体制 １．研究を遂行する上で適切な人員体制であるか。

（１）人員に十分な能力があるか。 Ａ：十分である（4点）

Ｂ：概ね十分である（3点）

Ｃ：やや不十分である（2点）

Ｄ：適切でない（0点）

（２）成果を得るために必要な人 Ａ：確保されている（4点）

員を確保しているか。 Ｂ：概ね確保されている（3点）

Ｃ：やや不十分である（2点）

Ｄ：適切でない（0点）

２．成果を得るために必要な機器、施 Ａ：整備されている（8点）

設が整備されているか。 Ｂ：概ね整備されている（6点）

Ｃ：やや不十分である（4点）

Ｄ：適切でない（0点）

３．予算の執行計画が適切か。（人件 Ａ：適切である（8点）

費が過大でないか、不要な機器の購 Ｂ：概ね適切である（6点）

入の計画がないか等） Ｃ：やや適切でない（4点）

Ｄ：適切でない（0点）

＜加算規準＞

加算項目 加算規準

以下に該当する場合、各審査委員の得点に加算を行う

ワーク・ライ ワーク・ライフ・バラ （１）女性の職業生活における活躍の推進に

フ・バランス ンスを推進する企業とし 関する法律（平成27年法律第64号。以下

等の推進 て、右記（（１）～（３）） 「女性活躍推進法」という。）に基づく認

の法律に基づく認定を受 定等（えるぼし認定企業）

けているか。（注１） ・１段階目（2点）（注２）



・２段階目（4点）（注２）

・３段階目（5点）

・行動計画（1点）（注３）

（２）次世代育成支援対策推進法（平成15年

法律第120号）に基づく認定

・くるみん認定企業（2点）

・プラチナくるみん認定企業（4点）

（３）青少年の雇用の促進等に関する法律（昭

和45年法律第98号）に基づく認定

・ユースエール認定（4点）

（注１）（１）～（３）のうち複数の認定等に該当する場合は、最も配点の高い区分によ

り加点を行う。なお、研究グループにより研究を実施する場合は、最も配点の高い

区分の認定を有する一の研究機関等の点を加点する（最高5点）

（注２）労働時間等の働き方に係る基準は満たすこと。

（注３）女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定義務がない事業主（常時雇用

する労働者の数が300人以下のもの）に限る（計画期間が満了していない行動計画

を策定している場合のみ。）



別 紙
安全な農林水産物安定供給のためのレギュラトリーサイエンス研究委託事業審査票

審査委員名

研 究 課 題 名

研究総括者名

審査項目 審査規準（配点） 審査 コメント
結果

Ⅰ 趣旨理解 公募課題の趣旨及び内容を提案 Ａ：理解している（15点）
者が理解しているか。 Ｂ：概ね理解している（12点）

Ｃ：やや不十分である（7点）
Ｄ：理解していない（不採択）

Ⅱ 提案内容 １．研究の工程（研究項目、年次計 Ａ：一致している（15点）
画等）が応募要領に記載された研 Ｂ：概ね一致している（12点）
究内容と一致しているか。 Ｃ：やや不十分である（7点）

Ｄ：乖離している（不採択）

２．応募要領に記載された目標を達 Ａ：適切である（15点）
成できる適切な研究実施計画とな Ｂ：概ね適切である（12点）
っているか。 Ｃ：やや不十分である（7点）

Ｄ：適切でない（不採択）

３．提案された研究方法や期待され Ａ：十分である（15点）
る研究成果に十分な先導性がある Ｂ：概ね十分である（12点）
か。 Ｃ：やや不十分である（7点）

Ｄ：不十分である（不採択）

Ⅲ 成果利用 １．提案された研究内容は、実際の Ａ：十分期待できる（8点）
行政施策・措置の検討、決定に活 Ｂ：概ね期待できる（6点）
用可能な成果が期待されるか。 Ｃ：やや期待できない（4点）

Ｄ：期待できない（0点）



２．提案された研究内容は、合理性 Ａ：十分期待できる（8点）
（費用・時間）及び再現性の観点 Ｂ：概ね期待できる（6点）
から現場（生産者、食品製造・加 Ｃ：やや期待できない（4点）
工・流通事業者、検査機関等）で Ｄ：期待できない（0点）
の導入可能性が高い成果が期待さ
れるか。

Ⅳ 実施体制 １．研究を遂行する上で適切な人員体制であるか。

（１）人員に十分な能力があるか。 Ａ：十分である（4点）
Ｂ：概ね十分である（3点）
Ｃ：やや不十分である（2点）
Ｄ：適切でない（0点）

（２）成果を得るために必要な人 Ａ：確保されている（4点）
員を確保しているか。 Ｂ：概ね確保されている（3点）

Ｃ：やや不十分である（2点）
Ｄ：適切でない（0点）

２．成果を得るために必要な機器、 Ａ：整備されている（8点）
施設が整備されているか。 Ｂ：概ね整備されている（6点）

Ｃ：やや不十分である（4点）
Ｄ：適切でない（0点）

３．予算の執行計画が適切か。（人 Ａ：適切である（8点）
件費が過大でないか、不要な機器 Ｂ：概ね適切である（6点）
の購入計画がないか等） Ｃ：やや適切でない（4点）

Ｄ：適切でない（0点）




